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科学技術基本計画を知ろう 



第5期科学技術基本計画にみる研究開発動向 

 平成28年1月に閣議決定されたわが国の第5期科学技術基本計画(平成28～
32年度) 第2章では、新たな価値創出の取組として、 
 (1)   未来に果敢に挑戦する研究開発と人材の強化 
 (2)   世界に先駆けた「超スマート社会」の実現（Society 5.0） 
 (3)   「超スマート社会」における競争⼒向上と基盤技術の戦略的強化 
を掲げており、特に(2)では、サイバー空間とフィジカル空間（現実社会）が高度
に融合した「超スマート社会」を未来の姿として共有し、その実現に向けた一連
の取組を「Society 5.0」とし、更に深化させつつ強力に推進するとしています。 

 この基本計画は、(国研)科学技術振興機構(JST)の研究開発戦略センター
(CRDS)が行ったワークショップ「IoTが開く超サイバー社会のデザイン
‐Reality2.0‐」 (平成27年9月27日～28日) 、および、それを受けて開催された
ワークショップ「IoTが開く超スマート社会のデザイン」(平成27 年11月5日)が
ベースになっています。 

 超スマート社会では、フィジカル空間の機能がコンポーネント化され、サイバー
空間を通じて利用可能になるとともに、実体定義レンズを通じて社会の機能に
フィードバックされるとしています。 



JST-CRDSの提唱するReality2.0とは？ 

 REALITY 2.0の世界では、社会に存在するモノや人、サービスの機能が一つの部品（コン
ポーネント）として存在し、必要な時にネットワークを介して機能を呼び出し、それらを
即座に組み合わせて、新しいサービスやビジネスを作る事ができるようになります。 

 例えば、電車、バス、タクシー、カーシェア 
などを組み合わせ、個人の目的、好みや地域 
に合わせた最適な交通システムを構築できます。 
また、医療機関や介護事業者、医師や保健師等 
を組み合わせ、個人に最適な医療サービスを 
提供する事ができます。 

 さらに、災害等緊急時には交通や医療システム、 
防犯システム等を即時に組み合わせて、防災・ 
減災システムの構築も可能になります。 

つくばサイエンスニュース：CPSとREALITY 2.0 

CRDS 山田直史による 



超スマート社会のイメージ 

岩野和生：内閣府「基盤技術の推進の在り方検討会」資料
2015.9.16 



超スマート社会における 
フィジカル空間の基盤研究の役割 

 「超スマート社会」実現のためのアプローチとして、とも
すればサイバー空間の方が強く意識され、フィジカル空
間でのデバイスや材料の開発がおろそかにされる傾向
が見られるのは残念なことです。 

私は、現在文科省ナノテクノロジープラットフォーム事
業のPDを仰せつかっていますが、しばしば「もはやナノ
テクではないだろう」など厳しい批判を受けます。 

 しかし、サイバー・フィジカル社会は、サイバーとフィジ
カルが融合して初めて実現する社会です。 



超スマート社会のイメージ 



フィジカル空間技術の重要性 
  車の自動運転を例に 

 車の自動運転を例に取ると、周囲の状況を検知するセン
サーを通して、歩行者、対向車、道路標識の指示、信号な
どの情報を画像解析と光や超音波などの反射波の測定など
で確認します。 

 また、GPSによる位置情報, 道路地図や、交通渋滞など
の刻々と変化する情報がインターネットを通して獲得され
ます。 

 検知したデータとインターネットからの情報は車載コン
ピュータに送信され、高速で分析が行われます。 

 分析したデータを駆動機構のハードウェアに伝えることで、
ステアリング、ブレーキ、車線変更などの基本的な運転操
作が行われます。 

 このように、多くの情報をセンサーやネットワーク機器な
どのハードウェアから得て、コンピュータというハード
ウェア上で処理し駆動機構に伝えるので、フィジカル空間
の研究開発は、ますます重要になります。 
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材料産業は日本の強み（NEDO資料） 



CPS時代の計測技術 
物理量計測→意味的計測→自律的計測 

 計測技術の発展におけるICTの貢献は、3

タイプが考えられる。 

 第一の貢献タイプは「物理量計測の高性
能化」である。 

 第二の貢献タイプは「計測の高次化」で
ある。物理量計測を「狭義の計測」と呼
ぶならば、ICTを活用することで、意味
的計測・自律的計測といった、より高次
の計測が可能になる。これを「広義の計
測」とよぶ。 

 第三の貢献タイプは「社会計測」という
新しい観点の計測である。計測対象は物
理量に限らず、人々の意見・心情なども
取り込み、計測量が広がり多面化する。 

 

 広義の計測では、物理量計測→意味的計測
→自律的計測の3段階をとる。 

 物理量計測とは、センシングに相当する狭
義の計測で、カメラ撮影画像、GPS位置情
報、振動センサー情報等がその例である。 

 物理量計測にAI技術による分析を組み合わ
せたものを広義の計測として捉えるならば、
意味的計測と考えることができる。計測し
た物理量に意味を与えるものであり、モノ
認識・顔認識、交通渋滞把握、異常検知、
不審行動検知等がその例である。 

 物理量を計測・分析し、次のアクションの
プランニングまで行うのが自律的計測であ
る。移動しながら見るべき所を決める適応
的/自律的センシングや、実世界への作用
とその結果の計測を繰り返すロボット・自
動運転・運用自動化等がその例である。 

CRDS計測横断チーム 調査報告書（草稿）による 



CPS時代の材料開発 
データ駆動型物質・材料開発(Materials Informatics) 

 「マテリアルズ・インフォマティクス」と
は、物質・材料に関わる研究に計算機、特
に第3の科学と言われる「計算科学」、さ
らには新しい視点として第4の科学と言わ
れる「データ科学（機械学習）」）を使う
研究手法の総称で、「データ駆動型物質材
料研究」とも言われます。 

 計算科学とデータ科学の組合せによって新
しい研究の潮流が出てきています。材料開
発を得意としてきた多くの日本企業が関心
をもっていて、実際に自社に取り入れる企
業も増えてきています。今後さらに多くの
研究者がこのような手法を取り入れて、新
しい発見が出てくること、また研究室での
新発見から材料として実用化されるまでの
時間やコストが大幅に削減されることが期
待されます。 

つくばサイエンスニュース 「人工知能×マテリアル ～物質・材料研究開発とマテリアルズ・インフォマティクス～」 

CRDS 島津博基による 



2期SIPに見るサイバー及びフィジカル空間の技術 

 内閣府でも、サイバー空間に加えてフィジカル空間の重要性を意識し始めています。 

 2期SIPにおいて「フィジカル空間基盤技術・フィジカル領域デジタルデータ処理基
盤技術」「材料開発基盤統合型材料開発システムによるマテリアル革命」「光・量
子技術基盤光・量子を活用したSociety 5.0 実現化技術」などが対応します。 



2期SIP 課題01「ビッグデータ・AIを活用
したサイバー空間基盤技術」 

 ここでは、 

 Society 5.0を具現化するためにはサイ
バー空間とフィジカル空間とが相互に連
携したシステム作りが不可欠であり、未
ださまざまな開発要素・課題がある。 

 本課題では「サイバー空間基盤技術」の
中で特に、 

「ヒューマン・インタラクション基盤技術」 

 「分野間データ連携基盤」 

 「AI間連携基盤技術」 

を確立し、ビッグデータ・AIを活用したサイ
バー・フィジカル・システムを社会実装する
としています。 



2期SIP 課題02 

「フィジカル空間データ処理基盤」 

 ここでは、 

「次世代のデジタルデータ処理基盤
として、日本が競争力を有するエッ
ジ側でのデバイス開発・システム化
に戦略的に取り組むため、日本が強
みを持つ新材料・新原理デバイスの
実用化・基盤技術の開発、さらに爆
発的普及を促すために各府省の関連
する成果と統合した超高効率ハイブ
リッド型モジュールを開発する」 

としています。 



2期SIP 課題05 
「統合型材料開発システムによるマテリアル革命」 

 提言では、 

「我が国が強みを有する材料分野において、
AIを駆使した材料開発手法の刷新に向けた
投資が欧米等で行われており、喫緊の対応
が必要。産学官が連携して取り組んできた
マテリアルズインテグレーション(MI)の素
地を活かし、次期SIPでは、欲しい性能から
実際の材料・プロセスをデザインする「逆
問題」に対応したMIを、世界に先駆けて開
発する。さらに、MIを先端材料・プロセス
に展開し、材料メーカー・重工メーカー等
と一体的な開発体制のもと革新的な高信頼
性材料を開発する」 

としています。 



2期SIP 課題06 

「光量子光・量子技術基盤光・量子を 

 活用したSociety5.0実現化技術」 

  現在、IoT/AIからスマート製造へと
投資が開始されているが、社会・
産業界共通の投資を阻むボトル
ネックが存在する。 

 我が国が強みを有す光・量子技術
を活用し、これらのボトルネック
を解消可能な加工、情報処理、通
信の重要技術を厳選・開発を行い、
『レーザー加工市場シェア奪還の
ための日本発コア技術等の製品
化』『ものづくり設計・生産工程
の最適化』『高秘匿クラウドサー
ビスの開始』等を達成し、
Society5.0実現を加速度的に進展さ
せる。 



2期SIP 課題07 

スマートバイオ産業・農業基盤技術 

 

 ●生産性の飛躍的向上を実現するスマートフー
ドチェーンシステムを構築し、生産、流通、消
費までを含めた関連企業、農業者の参加を得た
実証実験によりその有効性を実証することによ
り社会実装に目処を付ける。 

 ●食を通じて生活習慣病リスクの低減、健康寿
命の延伸等を可能とする、食の健康増進効果評
価システム・データベース等を開発・構築し、
その有効性を実証する。これらのシステム等を
用いて個人の健康状態等に応じた最適な食生活
を設計・提案するサービスをモデル的に実施し、
社会実装に目処を付ける。 

 ●データ駆動型の機能製品設計技術により、開
発の期間・費用を従来の1/4以下に削減可能か
つ生分解性や生体適合性など石油由来のものを
凌駕する高機能品・機能性素材の開発技術を確
立する。また、生物機能を活用して、従来より
低コストかつCO2排出等の環境負荷を30％以上
低減可能な、革新的バイオ素材・高機能品の生
産技術を確立する。 



社会課題の解決にむけたサイバー空間の
基盤技術とは？ 

 「ヒューマン・インタラクション基盤技術」 
介護、教育、接客等人とAIの協働が効果的と考えられる分野に
おける実証実験を通して有効性検証を行う必要があります。 

 「分野間データ連携基盤」 
産官学でバラバラに保有するデータを連携し、AIにより活用可
能なビッグデータとして供給するプラットフォームを整備する必
要があります。 

 「AI間連携基盤技術」 
複数のAIが連携して自動的に条件を調整しあう技術を開発する
必要があります。 



わが国が強みを持つフィジカル 
空間技術の強化を 

 既存のハードウェア技術にサイバー技術を持ち込んでも超スマート社
会は実現しません。 

 CPSが求める新しいエッジ側でのデバイス開発、特に省資源・省エネ
ルギーの新原理デバイスの実用化・基盤技術の開発が求められます。
この分野はわが国が競争力をもつ分野です。 

 我が国が強みを有する材料分野においても、マテリアルズインフォマ
ティクス(MI)を活かし、革新的な高信頼性材料の開発が求められます。 

 フィジカル空間の技術者には、MIなど「サイバー」技術を貪欲に取り
込みながら、サイバー・フィジカル時代を先導する新しい材料・デバイ
スの開発に邁進されることを期待します。 



持続可能な開発目標(SDGs)とは 

  2015年9月の国連総会において「我々の世界を変
革する：持続可能な開発のための2030アジェン
ダ」が全会一致で採択されました。「持続可能な開
発目標（Sustainable Development Goals:SDGs）」
の17の目標と169のターゲットは、わが国を含む地
球的・人類的課題を包摂して掲げた国際的な目標で
す。そして、SDGsで掲げられている課題の達成は、
国内的にはわが国の成長戦略の軸の1つである第5期
科学技術基本計画に掲げる「Society 5.0」や「第4
次産業革命」の実現にも密接に関係し、また国際的
には途上国をはじめとした国際社会への貢献の基本
理念でもあります。  

 http://www.unic.or.jp/news_press/features_backgrounders/15775/ 



科学研究費の改革と 

H31調書の変更について 



科研費改革のねらい 

⑴ 改革の沿革 
 今、日本が、将来にわたって卓越した研究成果を持続的に生み出し続け、世界の

中で存在感を保持できるかが問われています。日本の論文数の伸びは停滞し、国
際的なシェア・順位は大きく低下（過去１０年でTop１０％論文数は４位から１
０位へ）するなど、基礎科学力の揺らぎは顕著になっています。 そうした中、
科学技術・学術審議会では、平成26年度以降、学術研究への現代的要請として、
「挑戦性・総合性・融合性・国際性」の四つを挙げ、科研費の抜本的改革を逐次
提言してきています。 

 これを踏まえ、文部科学省では平成２７年９月に「科研費改革の実施方針」を策
定し（平成２９年１月改定）、また、その骨子は、政府全体でまとめた第５期科
学技術基本計画（平成２８～３２年度）に盛り込まれました。 
「・・・科学研究費助成事業（以下「科研費」という。）について、審査システ
ムの見直し、研究種目・枠組みの見直し、柔軟かつ適正な研究費使用の促進を行
う。その際、国際共同研究等の促進を図るとともに、研究者が新たな課題を積極
的に探索し、挑戦することを可能とする支援を強化する。さらに、研究者が独立
するための研究基盤の形成に寄与する取組を進める。加えて、研究成果の一層の
可視化と活用に向けて、科研費成果等を含むデータベースの構築等に取り組
む。・・」 

危機感 



科研費改革のねらい 

⑵ 研究種目・枠組みの見直し 

 我が国においては、基盤的経費が縮減する中、研究機関内で支給され
る個人研究費が減少するなど、自由なボトムアップ研究をめぐる環境
が劣化しています。このことが、研究テーマの短期志向やリスク回避
傾向を助長し、挑戦的な研究を減退させています。当面の研究種目・
枠組みの見直しでは、こうした「挑戦性」をめぐる危機を乗り越える
ため、審査システム改革と一体的な取組を進めています。 

 具体的には、学術の枠組みの変革・転換を志向する挑戦的な研究を支
援するため、次のとおり「基盤研究」種目群を基幹としつつ、「学術
変革研究」種目群を再編・強化し、新たな研究種目の体系としていく
方針です。また、その際、次代を担う研究者への支援を重視し、「科
研費若手支援プラン」に基づく総合的な取組を進めていくこととして
います。 



「審査区分」が変わりました 

  審査区分は、小区分、中区分、大区分の３つの区分からなり、審査区分表は、審査
区分表（総表）、審査区分表（小区分一覧）、審査区分表（中区分大区分一覧）か
らなります。総表を基に、審査区分の全体像を把握できます。さらに詳しい内容に
ついて、それぞれの審査区分表を確認の上、応募する審査区分を選択して下さい。 

 小区分は審査区分の基本単位です。「基盤研究（Ｂ,Ｃ）（応募区分「一般」）」及
び「若手研究」の審査区分です。小区分には内容の例が付してありますが、これは、
応募者が小区分の内容を理解する助けとするためのもので、内容の例に掲げられて
いない内容の応募を排除するものではありません。 

 中区分は、「基盤研究（Ａ）（応募区分「一般」）」及び「挑戦的研究（開拓・萌
芽）」の審査区分です。中区分の審査範囲を示すものとして、いくつかの小区分が
付してあります。但し、中区分に含まれる小区分以外の内容の応募を排除するもの
ではありません。なお、一部の小区分は複数の中区分に属しており、応募者は自ら
の応募研究課題に最も相応しいと思われる中区分を選択できます。 

 大区分は、「基盤研究（Ｓ）」の審査区分です。大区分の審査範囲を示すものとし
て、いくつかの中区分が付してあります。但し、大区分に含まれる中区分以外の内
容の応募を排除するものではありません。なお、一部の中区分は複数の大区分に属
しており、応募者は自らの応募研究課題に最も相応しいと思われる大区分を選択で
きます。 



審査システムが変わりました 

 学術研究をめぐっては、「挑戦性」の減退と相まって、専門的な研究の
過度の細分化（たこつぼ化）が進みつつあり、そのことが基礎科学力の
揺らぎの要素・背景となっています。 

 今般の審査システム改革「科研費審査システム改革2018」では、審査区
分と審査方式を一体的に見直すことを通じて「たこつぼ化」を是正し、
学術動向の変遷により即した応募・審査を可能とすることを目指すもの
です。  

 具体的には、現行システムの在り方について、科研費の審査区分が改定
の都度増えていること（「細目」数は、過去30年間で約1.5倍）、また、
独創的な研究を見出すための合議が必ずしも十分でないこと等を課題と
して捉え、審査区分の大括り化（「系・分野・分科・細目表」を廃止）、
多角的な合議を重視する「総合審査」の導入などの措置を講じることと
しています。  

 なお、審査システムの移行後には、一定期間後の再評価とともに学術動
向や研究環境の変化に応じて、適切に取組を進めていくこととしていま
す。 



【 2段階審査】 

基礎研究(B,C), および若手研究  

 「基盤研究（B）」は、１課題あたり６名、「基盤研究（C）」、「若手研究」は１課題あたり４名 

の審査委員が審査を実施します。 



【総合審査】  
「基盤研究（Ａ）」、「挑戦的研究」 

 「基盤研究（A）」、「挑戦的研究」は、中区分あたり６名から８名の審査委員が配置され、 

応募された全ての研究課題について書面審査及び多角的でより丁寧な合議審査を実施します 



H31年度研究計画調書が変わりました。 

ページ増 

ページ減 



計画調書の変更点に対応するには（１） 

まずは、科研費審査の「評定要素」を知る 

 
科研費（基盤研究）は、以下の３つの評定要素に 

基づいて採点される 

① 研究課題の学術的重要性 

② 研究方法の妥当性 

③ 研究遂行能力及び研究環境の適切性 



評定要素における問い① 

① 研究課題の学術的重要性 

 ①‐1 学術的に見て、推進すべき重要な研究課題であるか。 

 ①‐2 研究課題の核心をなす学術的「問い」は明確であり、 

 ①‐3 学術的独自性や創造性が認められるか。 

 ①‐4 研究計画の着想に至る経緯や、 

 ①‐5 関連する国内外の研究動向と研究の位置づけは明確であるか。 

 ①‐6 本研究課題の遂行によって、より広い学術、科学技術あるいは 

   社会などへの波及効果が期待できるか。 



科研費申請作成の基本的な考え方 

 計画調書の指示書きは、評定要素にほぼ対
応しています。 
 したがって 

 評定要素における問いの全てに対して、そ
の解答を過不足なく記述する必要があります。 



計画調書の変更点に対応するには（２） 

 ①-6「本研究課題の遂行によって、より広い学術、科学技術あるいは社会などへ
の波及効果が期待できるか」に直接対応する箇所が明示されていないことから、 

→ 研究目的欄で１ページ増えた分は、 

 学術的波及効果と社会的波及効果に言及する。 

 最低でも1/2ページはあることが望ましい。 

 → 代表者と分担者の役割分担をより具体的に記述する。 

 



学振のＱ＆Ａから 
Q1. 研究計画調書の見直しの趣旨を教えてください。 

 
 A1. 文科省の審議会等において、研究計画調書における研究業績の取扱いに関して、「研究業績」欄が、

応募者にとって「できるだけ多くの業績でスペースを埋めなければ審査において不利になるのではない
か」という誤った認識を与えている可能性があるのではないか。科研費の審査に関し、あたかも業績偏
重主義であるかのような認識を応募者その他に与える可能性については、できるだけ是正を試みるべき
であり、そのための工夫を考慮する必要があるといった問題意識を踏まえた議論が行われました。 

 文科省及び学振では、このような問題意識や議論を踏まえて検討を行い、研究業績等に基づく研究遂行
能力の評価について、応募者、審査委員双方に正しい認識を醸成するよう、研究計画調書の見直しを行
いました。 

 研究計画調書における研究業績は、従前より、応募者が提案する研究計画の実行可能性を応募者自らが
示し、それを基に審査委員が当該応募者の研究遂行能力を判断するものとして位置付けられるものです
が、その位置付けをより明確にするため、研究計画調書には単に研究業績を網羅的に記載するものでは
ないことを明確にする変更を行ったものです。 



Q2. 「３ 応募者の研究遂行能力及び研究環境」欄には、

研究業績のリストを記載できないのでしょうか。 

 
 A2 応募者が研究計画の実行可能性を示すための説明に必要な情報として、これまで

に発表した論文、著書、産業財産権、招待講演等、主要なものを自由に記載すること
が可能です。当該欄が変更されたことで、研究業績を記載してはいけない、あるいは
記載しなくとも良いという訳ではありません。 

 なお、当該研究計画の実行可能性を示すに当たり、応募者の研究遂行能力を説明する
ために必要と判断する情報は、自由に記載して構いませんが、研究業績の詳細を網羅
的に記載することを求めるものではありませんので、その点はご留意ください。 

 ただし、例えば、学術論文を研究業績として記載する際は、論文名、著者名、掲載誌
名等、当該発表論文を同定するに十分な情報を記載してください。 

 



Q３. 「３ 応募者の研究遂行能力及び研究環境」欄には、応募課題
に直接関連する研究業績しか記載できなくなるのでしょうか。 

 A3．応募課題に直接関連する研究業績のみに限定していませんので、当該研究計
画の実行可能性を示すに当たり、応募者が自身の研究遂行能力を説明する上で必
要と考える研究業績等を選択し、記載してください。 

 なお、当該欄では、「これまでの研究活動」に関する記載を求めていますが、例
えば、応募者の研究遂行能力の根拠として論文等の研究業績を記載する際には、
応募課題とは異なる分野での研究業績を基に説明する場合等も想定されると考え
られます。 



Q4．「基盤研究」においても「応募者の研究遂行能力及び研究環境」
に変更されたことで、「挑戦的研究」同様に研究実績よりアイデアの
斬新性を重視するようになるということでしょうか。 

 Ａ４．「挑戦的研究」の審査の特徴は、「これまでの学術の体系や方向を大きく
変革・転換させる潜在性」を挑戦性と定義し、審査に当たっては、この挑戦性を
最重視した審査が行われます。 

 一方、「基盤研究」等の審査においては、研究提案の独自性、創造性等を評価し、
優れた研究課題を見出すような審査が行われます。 

 このような審査の考え方は、それぞれの種目の評定基準や評定要素にも反映され
ており、「挑戦的研究」と「基盤研究」等は、従来どおり異なる評定要素により
審査が行われますので、応募に当たってはご留意ください。 



Q5. 従来、「２ 本研究の着想に至った経緯など」欄に記載の
あった「（３）これまでの研究活動」「（４）～実行可能
性」の文言が削除されていますが、どうなったのでしょうか。 

 A5. いずれも、応募者の研究遂行能力を示すものとして、「３ 応募
者の研究遂行能力及び研究環境」欄に統合しました。 

 なお、「２ 本研究の着想に至った経緯など」欄においても、その説
明において必要に応じて、研究業績を記載して構いません。 



Q6. 「若手研究」の研究計画調書について、以前は「３ これまでの研究
活動」欄に「これまでの研究履歴（大学院等での研究活動を含む）」の
文言がありましたが、今回の様式では指示書きから削除されています。
これらの内容は新しい様式では記載可能でしょうか。 

 A6. 「若手研究」においても、応募者（研究代表者）が提案する研究
計画の実行可能性を示すに当たり、自身の研究遂行能力を説明する上
で必要と考える研究業績等の内容を、研究計画調書に記載する必要が
あります。 

 研究計画調書の様式が変更され、様式の指示書きからは当該文言は削
除されましたが、「３ 応募者の研究遂行能力及び研究環境」欄の中で、
大学院等での研究活動についても記載することが可能です。 



JST事業の動向 
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探索加速型の進め方 

 探索加速型では、研究開発を、探索研究から本格研究へと段階的に進めること
を原則とし、探索研究はスモールスタート方式で多くの斬新なアイデアを公募して
取り入れ、アイデアの実現可能性を見極めることとします。 

 研究開発課題は、文部科学省が定める領域を踏まえ、JSTが「科学技術で作り
たい未来社会像」提案募集などを通じて設定した「重点公募テーマ」に基づき公
募します。 

 本事業ではステージゲート方式を導入します。探索研究から本格研究へ移行す
る際や、本格研究で実施している研究開発課題を絞り込むことで、最適な研究
開発課題編成・集中投資を行います。 



未来社会創造事業のイメージ 



これまでの先端計測事業に対応 

これまでのALCAに対応 
バイオマス、CNFなどが採択されています 











平成30年度CREST新規募集領域 

キーワード 研究領域 研究総括 

 ゲノム合成  ゲノムスケールのDNA設計・合成による細胞制御技術の
創出（※CREST・さきがけ複合領域） 

塩見春彦（慶應義塾大学） 

革新的反応 新たな生産プロセス構築のための電子やイオン等の能動
的制御による革新的反応技術の創出 

吉田潤一（鈴鹿工業高等専門
学校／京都大学） 

トポロジー トポロジカル材料科学に基づく革新的機能を有する材
料・デバイスの創出 

上田正仁（東京大学） 

コンピュー
ティング基盤 

Society 5.0を支える革新的コンピューティング技術 坂井修一（東京大学） 



平成30年度さきがけ新規募集領域 

キーワード 研究領域 研究総括 

 ゲノム合成  ゲノムスケールのDNA設計・合成による細胞制御技術の
創出（※CREST・さきがけ複合領域） 

塩見春彦（慶應義塾大学） 

反応制御 電子やイオン等の能動的制御と反応 電子やイオン等の能
動的制御と反応 

関根 泰 （早稲田大学） 

トポロジー トポロジカル材料科学と革新的機能創出 トポロジカル材
料科学と革新的機能創出 村 

村上修一（東京工業大学） 

革新的コン
ピューティグ 

革新的コンピューティグ技術の開拓 井上 弘士（九州大学） 



H28-29年度CREST募集領域 

H29  細胞外微粒子 細胞外微粒子に起因する生命現象の解明とその制
御に向けた基盤技術の創出 

馬場嘉信（名古屋大学） 

熱制御  ナノスケール・サーマルマネージメント基盤技術
の創出 

丸山茂夫（東京大学）

  

革新材料開発 実験と理論・計算・データ科学を融合した材料開
発の革新 

細野秀雄（東京工業大
学） 

共生インタラク
ション  

人間と情報環境の共生インタラクション基盤技術
の創出と展開 

間瀬健二（名古屋大学）

  

H28 オプトバイオ 光の特性を活用した生命機能の時空間制御技術の
開発と応用 

影山龍一郎（京都大学）

  

情報計測 

 

計測技術と高度情報処理の融合によるインテリ

ジェント計測・解析手法の開発と応用（※CREST・
さきがけ複合領域） 

雨宮慶幸（東京大学）／
北川源四郎（東京大学） 

量子技術  量子状態の高度な制御に基づく革新的量子技術基
盤の創出 

荒川泰彦（東京大学）

  

人工知能

  

イノベーション創発に資する人工知能基盤技術の
創出と統合化 

栄藤稔(大阪大学） 



H28-29年度さきがけ募集領域 

年度 略称 研究領域 研究総括 

H29 

量子生体  量子技術を適用した生命科学基盤の創出 
瀬藤光利（国際マスイメージング
センター） 

微粒子 生体における微粒子の機能と制御 中野 明彦（理化学研究所） 

熱制御 熱輸送のスペクトル学的理解と機能制御 花村 克悟 （東京工業大学）  

人とインタラク
ション 

人とインタラクションの未来  暦本純一（東京大学） 

H28 

光操作  生命機能メカニズム解明のため光操作 七田芳則（京都大学） 

情報計測 
計測技術と高度情報処理の融合によるインテリ
ジェント計測・解析手法の開発と応用 

雨宮 慶幸 （東京大学） ／ 
北川 源四郎 （東京大学） 

量子機能 量子の状態制御と機能化  伊藤 公平 (慶應義塾大学 ) 

社会デザイン 
新しい社会システムデザインに向けた情報基盤技
術の創出 黒橋 禎夫 (京都大学 ) 



未来社会創造事業平成30年度研究開発提案募集 

 

領域 運営総括 

探索加速
型 

超スマート社会の実現 
1. 多種・多様なコンポーネントを連携・協調させ、新たなサービスの創生を可能
とするサービスプラットフォームの構築 

2. サイバー世界とフィジカル世界を結ぶモデリングとAI〈新設〉 
前田章 

持続可能な社会の実現 

1. 新たな資源循環サイクルを可能とするものづくりプロセスの革新 

2. 労働人口減少を克服する“社会活動寿命”の延伸と人の生産性を高める「知」の
拡張の実現 

3. 将来の環境変化に対応する革新的な食料生産技術の創出〈新設〉 

國枝 秀世 

世界一の安全・安心社会実
現 

1. ひとりひとりに届く危機対応ナビゲーターの構築 

2. ヒューメインなサービスインダストリーの創出 

3. 生活環境に潜む微量な危険物から解放された安全・安心・快適なまちの実現
〈新設〉 

田中健一 

地球規模課題である低炭素
社会の実現 

ゲームチェンジングテクノロジー」による低炭素社会の実現 橋本 和仁 

共通基盤＜新設＞ 革新的な知や製品を創出する共通基盤システム・装置の実現〈新設〉 長我部信行 

大規模プ
ロジェク
ト 型 

1. 通信・タイムビジネスの市場獲得等につながる超高精度時間計測〈新設〉 

林 善夫 2. Society5.0の実現をもたらす革新的接着技術の開発〈新設〉 

3. 未来社会に必要な革新的水素液化技術〈新設〉 

これまでの先端計測事業に対応 



まとめ 

• 研究助成の申請にあたっては、国の科学技術基本計画、内閣府総合科学技術イノ
ベーション会議、各領域の審議会などの提言をウォッチしておきましょう。 

• JSTのシンクタンクであるCRDS(研究開発戦略センター）の俯瞰報告書、ワーク
ショップ報告書、戦略プロポーザルをチェックしておきましょう。 

• 科学研究費の改革は、国の基礎研究力の相対的な低下に対する危機感がベースにあ
ります。研究計画調書の改革は、真に挑戦的で独創性のある研究提案を採択するた
めに行われているものです。 

• 科研費の助成とJSTの事業の根本的な違いは、前者がボトムアップであるのに対し、
後者は国の戦略目標のもとに行われるトップダウンの事業だと言うことです。 

• JSTの「未来社会創造事業」は、未来社会を予測し、バックキャストで今やるべき
研究を進めるものです。 

• この講演が、申請書作成の参考になれば幸いです。 


